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平成２４年１２月２１日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成２３年（ワ）第５９１５号 不当条項差止等請求事件 

口頭弁論終結日 平成２４年９月２１日 

判        決 

主        文 

 １ 被告は，消費者との間で，Ａの在学契約を締結するに際し，「ＡＯ入試，推

薦入試，専願での一般・社会人入試および編入学によって入学を許可された場

合，納入後の学費は理由のいかんにかかわらず返金できません。」等，納入さ

れた学費を，入学辞退の申出の時期（在学契約が解除される時期）にかかわら

ず，一律に返還しないとする条項を含む契約の申込み又はその承諾の意思表示

を行ってはならない。 

 ２ 被告は，Ａにおいて，前項記載の条項が記載された書面，電子データを破棄

せよ。 

 ３ 被告は，Ａにおいて，第１項記載の条項を含む契約の勧誘及び締結を行わな

いことを被告従業員に対して周知徹底せよ。 

 ４ 訴訟費用は被告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由          

第１ 請求 

 １ 主文第１項ないし第４項同旨 

 ２ 仮執行宣言 

第２ 事案の概要 

 １ 本件は，消費者契約法１３条に基づき内閣総理大臣の認定を受けた適格消費

者団体である原告が，被告が設置し運営している専門学校において，在学契約

が解除される時期にかかわらず（原告は「入学辞退の申出の時期にかかわらず」

との表現を訴状で用いているが，上記の趣旨と解される。），ＡＯ入試，推薦

入試，専願での一般・社会人入試及び編入学によって入学を許可された場合，
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納入後の学費を一切返還しないとの不返還条項が定められていることに関し

て，同条項は，同法９条１号により無効であるとして，同法１２条３項に基づ

き，同条項を内容とする意思表示等の差止めを求めた事案である。 

 ２ 前提事実（証拠等の記載のないものは当事者間に争いがない。） 

   当事者 

   ア 原告は，消費者契約法１３条に基づき内閣総理大臣の認定を受けた適格

消費者団体である。 

   イ 被告は，教育基本法及び学校教育法に従い，学校教育を行い，創造性豊

かな人材を育成することを目的とする学校法人であり，専門学校である

「Ａ」を設置し，運営している。 

   Ａにおける学則（乙１１の１）及び学費返金に関する規定（乙１１の２）

中の学費に関する定め 

   ア Ａへの入学を許可された者は，授業料，教育充実費，施設・設備維持費

各１年分及び教材費（必要とする学科のみ。以下，一括して「本件学費」

という。）を，指定された日までに納付しなければならない（学則２５条

ないし２７条）。 

   イ 選考の結果，入学を許可された者の納付した本件学費については，３月

３１日までに入学辞退を申し出，かつ返金手続を行った場合には返金する

が，ＡＯ入試，推薦入試，専願での一般・社会人入試及び編入学によって

入学を許可された場合は返金しない（学則２８条２項，学費返金に関する

規定。以下，「本件不返還条項」という。）。 

   Ａのウェブサイト 

    被告は，Ａのウェブサイトにおいて，本件不返還条項に基づき，学費の返

金について次のとおりの掲載をしている。（甲３） 

    「納入後の学費は，教育機器の購入，講師との契約等を行うため返金でき

ません。ただし，３月３１日までに入学辞退・学費返金手続きを行うことが
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できます。ＡＯ入試，推薦入試，専願での一般・社会人入試および編入学に

よって入学を許可された場合は理由のいかんにかかわらず返金できません。」 

   消費者契約法４１条の書面による事前の請求 

    原告は，平成２３年９月８日，被告に対し，消費者契約法４１条１項所定

の事項を記載した書面により本件不返還条項の利用停止等を求める差止請

求をした。（甲１０，１１） 

   本訴提起 

    原告は，平成２３年１０月４日，被告に対し本件訴えを提起した。 

 ３ 争点及びこれに関する当事者の主張 

   本件の争点は，本件不返還条項に対する消費者契約法９条１号の適用の有無

であり，これに関する当事者の主張は以下のとおりである。 

   原告の主張 

   ア 被告がＡにおいて実施している入試の区分は，次のとおりである。 

     ＡＯ入試 

      ＡＯ入試は，希望学科の入学資格を有し，Ａを第１志望とするすべて

の人が出願できる入試であり，選考は，適性検査（適性診断・面接）に

より行われる。 

平成２４年度の入学者を対象とした試験日程は，平成２３年５月２１

日，同年６月４日，同月１９日，同年７月１０日，同月２４日，同月３

０日，同年８月２１日，同月２７日，同年９月１１日，同月１７日，同

年１０月１日である。 

     推薦入試 

      推薦入試は，希望学科の入学資格を有し，Ａを第１志望とする在籍高

等学校の学校長または教諭による推薦を受けた人が出願できる入試で

あり，選考は，適性診断Ⅰ（マークシート方式），面接，作文により行

われる。 
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平成２４年度の入学者を対象とした試験日程は，平成２３年１０月９

日，同月２９日，同年１１月１３日，同年１２月４日，同月１７日，平

成２４年１月２２日である。 

     一般・社会人入試（専願） 

      一般・社会人入試（専願）は，希望学科の入学資格を有し，Ａを第１

志望とするすべての人が出願できる入試であり，選考は，適性診断Ⅰ（マ

ークシート方式），面接，作文により行われる。 

平成２４年度の入学者を対象とした試験日程は，１次募集が平成２３

年１０月９日，同月２９日，同年１１月１３日，同年１２月４日，同月

１７日，平成２４年１月２２日で，１次募集に欠員が生じた場合，同年

２月１２日，同年３月３日に２次募集を行い，２次募集に欠員が生じた

場合，同月１８日に欠員募集を行う。 

     一般・社会人入試（併願） 

      一般・社会人入試（併願）は，希望学科の入学資格を有し，Ａとの併

願をするすべての人が出願できる入試であり，選考は，適性診断Ⅰ（マ

ークシート方式），適性診断Ⅱ（記述式），面接，作文により行われる。 

      平成２４年度の入学者を対象とした試験日程は，併願の一般・社会人

入試と同じである。 

     編入学 

      編入学のための試験（以下「編入学入試」という。）は，大学・短期

大学・専門学校・養成所・養成施設等で，Ａの勉学と同様のカリキュラ

ムを履修した人で，Ａを第１志望とする人が出願できる入試であり，選

考は，書類審査による一次選考，面接・専門知識判定検査による二次選

考により行われる。 

      平成２４年度の入学者を対象とした編入学入試は，平成２３年１０月

１日以降，随時実施されている。 
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   イ 上記各入試区分の選考方法や試験日程からすると，ＡにおけるＡＯ入試，

推薦入試及び専願での一般・社会人入試，並びに編入学入試の合格者は，

他の受験者よりも一般に早期に有利な条件で入学できる地位を確保でき

ているとは認められないから，入学することが客観的にも高い蓋然性をも

って予測されるということはできない。したがって，当該合格者が３月３

１日までに在学契約を解除した場合，被告に消費者契約法９条１号にいう

平均的な損害（本件と同種の在学契約の解除に伴い被告に生ずべき平均的

な損害）は生じない。 

   ウ 仮に，ＡＯ入試，推薦入試及び専願での一般・社会人入試の合格者が他

の受験者よりも早期に有利な地位を確保できているとしても，各入試の最

終日以降に一般・社会人入試（専願・併願）の２次募集及び欠員募集が実

施されるから，在学契約が解除される時期によっては代わりの入学者を容

易に確保でき，解除による平均的な損害が被告に生じることはない。 

     また，編入学入試の合格者についても，編入学入試は随時実施されてい

るから，在学契約が解除される時期によっては代わりの入学者を容易に確

保でき，解除による平均的な損害が被告に生じることはない。 

   エ 以上より，ＡのＡＯ入試，推薦入試，専願での一般・社会人入試及び編

入学入試において，合格者が在学契約を解除した場合，被告に平均的な損

害は生じないから，本件不返還条項は消費者契約法９条１号の適用を受け

る。 

   オ 被告は，Ａにおいて，法令上定員の遵守が求められているとして，入学

辞退者を織り込めないと主張する。しかし，Ａは複数回入学試験を実施し

ているから，解除者による欠員は後の試験で補充することが可能であり，

入学辞退者を織り込めないとはいえない。実際に，被告においては，入学

辞退者が発生した後に，それを踏まえた上で合格者を決めて定員枠どおり

としている。したがって，定員を遵守しなければならないことが被告の平
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均的な損害の発生に結びつくことはない。 

   被告の主張 

   ア Ａは，文部科学省ではなく厚生労働省の監督を受けている看護師等養成

所に属しており，法令上，東海北陸厚生局長が承認した定員を超えて学生

を入学させることができず，文部科学省管轄の私立大学のように，学年定

員を超過した学生を入学させることは厳しく規制されている。したがっ

て，Ａでは入学辞退者を織り込んで余剰人員と入学契約をしておくことは

できず（そのようなことをすると，余剰の入学契約締結者の入学を拒否し

なければならない事態を惹起することにもなる。），入学辞退者があれば，

被告には平均的な損害が生ずる。多数の入学辞退者を予定して合格者を確

保する学校とＡとは異なるから，最高裁判所平成１８年１１月２７日第二

小法廷判決・民集６０巻９号３４３７頁（以下「平成１８年１１月２７日

最判」という。）は，本件には妥当しない。 

   イ 被告の設定したＡの在学関係に関する条項は，フランス流の学籍登録契

約を模倣しているのであり（被告Ｂ校の約款の引写し），納入後の学費は

いかなる場合でも返金しない旨の条項は，平成１８年１１月２７日最判の

いう損害賠償の予定ではなく，学籍登録契約の登録料であるから，その対

価の取得は授業を受けることによってのみ得られる（学籍登録料〔学費〕

は，実質的には教育役務受領資格の買取代金であり，退学はその資格の中

途放棄にすぎない。）。これによれば，学籍登録後，入学しない場合に学

費が返金されないのは当然である。 

   ウ 専願の合格者が入学を辞退（在学契約の非遡及的解除）することは信義

則に反する行為であり，被告もかかる事態を予定せずに当該入学年度の人

的物的設備を策定しているから，当該合格者が入学を辞退した場合，被告

に平均的な損害が生じる。 

   エ 例えば，Ａの平成２３年度看護保健学科Ⅰの入学状況をみると，８０名
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定員のうち７６名が専願入学者で，併願入学者は１次募集（募集締切は１

月２１日）による４名にすぎない。また，専願入学者７６名のうち２次募

集（選考日２月１３日，３月５日）の入学者は９名である。これによれば，

Ａでは，２次募集において国家試験に耐え得る学力を有しかつ授業料を完

納した学生が容易に確保されることは困難な状況にあり，１次募集の合格

者が在学契約を解除した場合，被告に平均的な損害が生じる。 

   オ したがって，本件不返還条項は，消費者契約法９条１号の適用を受けな

い。 

第３ 当裁判所の判断 

 １ 認定事実 

   前提事実（前記第２の２。以下同じ。）及び後掲の証拠等によれば，以下の

事実が認められる。 

   入試区分等 

    Ａの入試区分等は以下のとおりである。 

   ア ＡＯ入試（甲５，弁論の全趣旨） 

     ＡＯ入試は，適性検査（適性診断・面接）で希望する職種への熱意や潜

在的な適性を測り選考する制度で，希望学科の入学資格を有し，Ａを第１

志望（専願）とする者に出願資格が認められる。 

     選考は，適性診断（マークシート方式を用いて，高校基礎レベルの内容

で適性を調べるもの。臨床工学特科は数Ⅰ・数Ⅱを含む。）及びグループ

面接（社会人として仕事を進めていくための協調性や積極性などを確認す

るもの。以下同じ。）によってされる。なお，臨床工学特科及び視能療法

特科は，上記に加え，書類審査（履修科目と履修状況を確認するもの）が

含まれる。 

     平成２４年度の入学者を対象としたＡＯ入試の試験日程は，平成２３年

５月２１日，同年６月４日，同月１９日，同年７月１０日，同月２４日，
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同月３０日，同年８月２１日，同月２７日，同年９月１１日，同月１７日，

同年１０月１日である。 

   イ 推薦入試（甲６，弁論の全趣旨） 

     推薦入試は，在籍高等学校の学校長又は教諭による推薦を受け，Ａを第

１志望（専願）とする者に出願資格が認められる。 

     選考は，適性診断Ⅰ（マークシート方式を用いて，高校基礎レベルの内

容で適性を調べるもの。以下同じ。），グループ面接及び６００字程度の

作文（目的意識の強さや明確さを確認するもの。以下同じ。）によってさ

れる。 

     平成２４年度の入学者を対象とした推薦入試の試験日程は，平成２３年

１０月９日，同月２９日，同年１１月１３日，同年１２月４日，同月１７

日，平成２４年１月２２日である。 

   ウ 専願での一般・社会人入試（甲７，弁論の全趣旨） 

     一般・社会人入試（専願）は，希望学科の入学資格を有し，Ａを第１志

望とする者に出願資格が認められる。 

     選考は，適性診断Ⅰ，グループ面接及び６００字程度の作文によってさ

れる。 

     平成２４年度の入学者を対象とした一般・社会人入試（専願）の試験日

程は，１次募集が平成２３年１０月９日，同月２９日，同年１１月１３日，

同年１２月４日，同月１７日，平成２４年１月２２日で，１次募集に欠員

が生じた場合，同年２月１２日，同年３月３日に２次募集を行い，２次募

集に欠員が生じた場合，同月１８日に欠員募集を行う。 

   エ 併願での一般・社会人入試（甲７，弁論の全趣旨） 

     一般・社会人入試（併願）は，希望学科の入学資格を有し，他校との併

願をする者に出願資格が認められる。 

     選考は，適性診断Ⅰ，適性診断Ⅱ（約４５分間の模擬授業からの出題に
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記述式で答えさせ，理解力・思考力を調べるもの），グループ面接及び６

００字程度の作文によってされる。 

     平成２４年度の入学者を対象とした一般・社会人入試（併願）の試験日

程は，同入試（専願）の試験日程と同一である。 

   オ 編入学（甲８，弁論の全趣旨） 

     編入学は，各学科の入学資格を有し，基礎的な勉学修了者として認定さ

れた者が，希望学科の２年次以上へ入学する制度で，Ａを第１志望（専願）

とする者に出願資格が認められる。 

     選考は，１次選考の書類審査，２次選考の面接（社会人として仕事を進

めていくための協調性や積極性を確認するもの）及び専門知識判定検査

（希望学科に応じた基礎及び専門知識を確認するもの）によってされる。 

     平成２４年度の入学者を対象とした編入学入試は，平成２３年１０月１

日以降，随時実施されている。 

   定員及び入学者数等 

    Ａの各学科，学則で定められた各学科の入学定員及び平成２３年度の入試

区分別入学者数は以下のとおりである。 

   ア 救急救命学科 

     救急救命学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に２５名で，当該定員を

遵守することが厚生労働省（当時は厚生省）の通知により要請されている。

（甲３，乙９の１，２，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

１名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者９名，併願での一

般・社会人入試（１次募集）の合格者２名，専願での一般・社会人入試（２

次募集）の合格者２名，併願での一般・社会人入試（２次募集）の合格者

１名の合計２５名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者４
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名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者１名の合計５名であ

る。（乙８，１４） 

   イ 臨床工学学科 

     臨床工学学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に４０名で，当該定員を

遵守することが厚生労働省の通知により要請されている。なお，夜間部に

ついては平成２３年度から募集が停止されている。（甲３，乙９の１，３，

乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者９

名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者３名，併願での一般・

社会人入試（１次募集）の合格者３名の合計１５名である。（乙８，１４） 

   ウ 臨床工学特科 

     臨床工学特科の入学定員は４０名で，当該定員を遵守することが厚生労

働省の通知により要請されている。（甲３，乙９の１，３，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科の入学者数は，専願での一般・社会人入試

（１次募集）の合格者２名である。（乙８，１４） 

   エ 看護保健学科Ⅰ 

     看護保健学科Ⅰの入学定員は８０名で，保健師助産師看護師学校養成所

指定規則において，一つの授業科目で同時に授業を行う学生の数を４０人

以下にすることが定められ，近畿厚生局長により学年定員を遵守すること

が要請されている。（甲３，乙１，９の１２，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科の入学者数は，ＡＯ入試の合格者４５名，

専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者２３名，併願での一般・

社会人入試（１次募集）の合格者３名，専願での一般・社会人入試（２次

募集）の合格者９名の合計８０名である。（乙８，１４） 

   オ 看護保健学科Ⅱ 

     看護保健学科Ⅱの入学定員は４０名で，保健師助産師看護師学校養成所
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指定規則において，一つの授業科目で同時に授業を行う学生の数を４０人

以下にすることが定められ，近畿厚生局長により学年定員を遵守すること

が要請されている。（甲３，乙１，９の１２，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科の入学者数は，ＡＯ入試の合格者７名，専

願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者１８名，併願での一般・社

会人入試（１次募集）の合格者５名，専願での一般・社会人入試（２次募

集）の合格者４名，併願での一般・社会人入試（２次募集）の合格者４名

の合計３８名である。（乙８，１４） 

   カ 保健学科 

     保健学科の入学定員は４０名で，保健師助産師看護師学校養成所指定規

則において，一つの授業科目で同時に授業を行う学生の数を４０人以下に

することが定められ，近畿厚生局長により学年定員を遵守することが要請

されている。（甲３，乙１，９の１２，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科の入学者数は，ＡＯ入試の合格者３０名，

専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者６名，併願での一般・社

会人入試（１次募集）の合格者２名，専願での一般・社会人入試（２次募

集）の合格者１名の合計３９名である。（乙８，１４） 

   キ 助産学科 

     助産学科の入学定員は８０名で，保健師助産師看護師学校養成所指定規

則において，一つの授業科目で同時に授業を行う学生の数を４０人以下に

することが定められ，近畿厚生局長により学年定員を遵守することが要請

されている。（甲３，乙１，９の１２，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科の入学者数は，ＡＯ入試の合格者３６名，

専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者３８名，併願での一般・

社会人入試（１次募集）の合格者１名の合計７５名である。（乙８，１４） 

   ク 理学療法学科 
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     理学療法学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に４０名で，当該定員を

遵守することが厚生労働省（当時は厚生省）の通知により要請されている。

（甲３，乙９の１，４，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

７名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者９名，併願での一

般・社会人入試（１次募集）の合格者３名，専願での一般・社会人入試（２

次募集）の合格者６名，併願での一般・社会人入試（２次募集）の合格者

２名の合計３７名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者８

名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者３名，専願での一般・

社会人入試（２次募集）の合格者３名の合計１４名である。（乙８，１４） 

   ケ 作業療法学科 

     作業療法学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に４０名で，当該定員を

遵守することが厚生労働省（当時は厚生省）の通知により要請されている。

（甲３，乙９の１，４，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者６

名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者２名，専願での一般・

社会人入試（２次募集）の合格者３名，併願での一般・社会人入試（２次

募集）の合格者１名，専願での一般・社会人入試（欠員募集）の合格者１

名の合計１３名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者４

名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者３名，専願での一般・

社会人入試（２次募集）の合格者１名，専願での一般・社会人入試（欠員

募集）の合格者１名の合計９名である。（乙８，１４） 

   コ 言語聴覚学科 

     言語聴覚学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に４０名で，当該定員を
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遵守することが厚生労働省（当時は厚生省）の通知により要請されている。

（甲３，乙９の１，５，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

１名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者５名，専願での一

般・社会人入試（２次募集）の合格者３名，併願での一般・社会人入試（２

次募集）の合格者１名，専願での一般・社会人入試（欠員募集）の合格者

１名の合計２１名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者２

名である。（乙８，１４） 

   サ 視能療法学科 

     視能療法学科の入学定員は，昼間部２０名，夜間部４０名で，当該定員

を遵守することが厚生労働省の通知により要請されている。なお，夜間部

については平成２３年度から募集が停止されている。（甲３，乙９の１，

６，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

０名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者３名，併願での一

般・社会人入試（１次募集）の合格者１名，専願での一般・社会人入試（２

次募集）の合格者１名の合計１５名である。（乙８，１４） 

   シ 視能療法特科 

     視能療法特科の入学定員は４０名で，当該定員を遵守することが厚生労

働省の通知により要請されている。（甲３，乙９の１，６，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１名，専

願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者１名，併願での一般・社会

人入試（欠員募集）の合格者１名の合計３名である。（乙８，１４） 

   ス 鍼灸学科 

     鍼灸学科の入学定員は，昼間部３０名，夜間部５７名で，当該定員を遵
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守することが厚生労働省（当時は厚生省）の通知により要請されている。

（甲３，乙９の１，７，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

０名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者６名，併願での一

般・社会人入試（１次募集）の合格者１名，専願での一般・社会人入試（２

次募集）の合格者４名の合計２１名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

９名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者６名，専願での一

般・社会人入試（２次募集）の合格者６名の合計３１名である。（乙８，

１４） 

   セ 鍼灸・あん摩マッサージ教員養成学科 

     鍼灸・あん摩マッサージ教員養成学科の入学定員は２５名であるが，平

成２３年度から募集が停止されている。（乙１１の１） 

   ソ 柔道整復学科 

     柔道整復学科の入学定員は，昼間部３０名，夜間部６０名で，当該定員

を遵守することが厚生労働省（当時は厚生省）の通知により要請されてい

る。（甲３，乙９の１，８，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

２名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者３名，専願での一

般・社会人入試（２次募集）の合格者５名，併願での一般・社会人入試（２

次募集）の合格者１名，専願での一般・社会人入試（欠員募集）の合格者

３名の合計２４名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

２名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者１０名，専願での

一般・社会人入試（２次募集）の合格者１名，専願での一般・社会人入試

（欠員募集）の合格者２名の合計２５名である。（乙８，１４） 
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   タ 介護福祉学科 

     介護福祉学科の入学定員は４０名であるが，平成２２年度から募集が停

止されている。（乙１１の１） 

   チ 介護福祉・保育学科 

     介護福祉・保育学科の入学定員は，昼間部４０名，夜間部２０名で，当

該定員を遵守することが厚生労働省の通知により要請されている。（甲

３，乙９の１，９，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者９

名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者４名，併願での一般・

社会人入試（１次募集）の合格者１名，専願での一般・社会人入試（２次

募集）の合格者２名，専願での一般・社会人入試（欠員募集）の合格者１

名の合計１７名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者はいない。（乙８） 

   ツ 精神保健福祉学科 

     精神保健福祉学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に４０名で，当該定

員を遵守することが厚生労働省の通知により要請されている。（甲３，乙

９の１，１１，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

２名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者９名，専願での一

般・社会人入試（２次募集）の合格者３名，専願での一般・社会人入試（欠

員募集）の合格者１名の合計２５名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者はいない。（乙８） 

   テ 診療情報管理学科 

     診療情報管理学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に２０名である。（甲

３，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者６
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名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者３名，専願での一般・

社会人入試（２次募集）の合格者１名の合計１０名である。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者はいない。（乙８） 

   ト 医療秘書学科 

     医療秘書学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に２０名であるが，平成

２３年度の入学者はいない。（甲３，乙８，１１の１） 

   ナ アスレティックトレーナー学科 

     アスレティックトレーナー学科の入学定員は，昼間部，夜間部共に２０

名である。（甲３，乙１１の１） 

     平成２３年度における同学科昼間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者５

名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者３名の合計８名であ

る。（乙８，１４） 

     平成２３年度における同学科夜間部の入学者数は，ＡＯ入試の合格者１

名，専願での一般・社会人入試（１次募集）の合格者１名の合計２名であ

る。（乙８，１４） 

   ニ スポーツトレーナー学科 

     スポーツトレーナー学科の入学定員は２０名であるが，平成２３年度の

入学者はいない。（甲３，乙８，１１の１） 

２ 本件不返還条項に対する消費者契約法９条１号の適用の有無について 

   在学契約の解除 

    被告の経営するＡにおける各種入学試験の合格者が，入学に先立ち，必要

書類を提出すると共に，指定期日までに入学金及び本件学費を納付すること

によって，被告との間で在学契約が成立すると認められ（前提事実ア，弁

論の全趣旨），入学手続を完了して被告と在学契約を締結した学生が，Ａに

入学する意思を失い，入学辞退を申し出ることは，在学契約の解除の意思表

示と評価することができる。 
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   本件学費と本件不返還条項の性質 

被告と在学契約を締結した学生が納付した入学金は，在学契約が解除され

た場合であっても，その性質上，特段の事情のない限り，被告に返還義務は

ない。これに対し，被告と在学契約を締結した学生が納付した本件学費に係

る本件不返還条項は，入学辞退（在学契約の解除）によって被告が被る可能

性のある授業料等の収入の逸失その他有形，無形の損失や不利益等を回避，

てん補する目的，意義を有するほか，早期に学力水準の高い学生をもって適

正な数の入学予定者を確保するという目的に資する側面も有するのであり，

在学契約の解除に伴う損害賠償の予定又は違約金の定めの性質を有するもの

と解するのが相当である。 

   本件不返還条項の消費者契約法上の効力（総論） 

   ア 被告と学生との間の在学契約には消費者契約法の適用がある。そして，

消費者契約法９条１号の規定により，「当該消費者契約の解除に伴う損害

賠償の額を予定し，又は違約金を定める条項」（本件不返還条項がこの性

質を有することは前記説示のとおり）は，「当該消費者契約と同種の消費

者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害」（以下「平均的

な損害」という。）を超える部分が無効とされるところ，在学契約の解除

に伴い被告に生ずべき平均的な損害は，一人の学生と被告との在学契約が

解除されることによって，被告に一般的，客観的に生ずると認められる損

害をいうものと解するのが相当である。 

   イ 在学契約の解除と授業料等の不返還特約の消費者契約法上の効力につい

て，平成１８年１１月２７日最判は，大学の場合について，おおむね次の

とおり判示している。 

     大学が合格者を決定するに当たって織り込み済みのものと解される在学

契約の解除，すなわち，学生が当該大学に入学することが客観的にも高い

蓋然性をもって予測される時点よりも前の時期における解除については，
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原則として，当該大学に生ずべき平均的な損害は存しないというべきであ

るところ，一般に，大学の入学年度が始まる４月１日には，学生が特定の

大学に入学することが客観的にも高い蓋然性をもって予測されることか

ら，在学契約の解除の意思表示がその前日である３月３１日までにされた

場合には，原則として，大学に生ずべき平均的な損害は存しないものであ

って，授業料等を返還しない旨の不返還特約は無効となる。もっとも，入

学試験要項の定めにより，その大学，学部を専願あるいは第１志望とする

こと，又は入学することを確約することができることが出願資格とされて

いる推薦入学試験（これに類する入学試験を含む。）に合格して当該大学

と在学契約を締結した学生については，上記出願資格の存在及び内容を理

解，認識した上で，当該入学試験を受験し，在学契約を締結したものであ

ること，これによって，他の多くの受験者よりも一般に早期に有利な条件

で当該大学に入学できる地位を確保していることに照らすと，学生が在学

契約を締結した時点で当該大学に入学することが客観的にも高い蓋然性を

もって予測されるものというべきであるから，当該在学契約が解除された

場合には，その時期が当該大学において当該解除を前提として他の入学試

験等によって代わりの入学者を通常容易に確保することができる時期を経

過していないなどの特段の事情がない限り，当該大学には当該解除に伴い

初年度に納付すべき授業料等及び諸会費等に相当する平均的な損害が生ず

るものというべきである。 

   ウ 被告の経営するＡは，大学ではなく専修学校（学校教育法第１１章）で

はあるが，その中でも専門学校であり，入学資格の点において大学と同等

で，修業年限が一部の学科を除き２年ないし４年であること（乙１１の１），

春期入学の入学年度が始まるのは４月１日であること（乙１１の１），受

験者が他の専門学校等を併願受験する状況が想定されていること等からす

れば，在学契約の解除と本件不返還条項の消費者契約法上の効力について，
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大学の場合と別異に解する理由はなく，上記イの判断基準が妥当するので，

次項でこれに沿って具体的に検討する。 

   Ａの各入試区分における本件不返還条項と消費者契約法９条１号の適用の

有無 

   ア ＡＯ入試 

     ＡのＡＯ入試は，希望学科の入学資格を有しＡを第１志望（専願）とす

る者に出願資格が認められていること，平成２４年度入学の入試（以下「平

成２４年度入試」等という。）の場合，平成２３年５月２１日から同年１

０月１日までの間に試験日が設定されているのに対し，併願での一般・社

会人入試（以下「併願での入試」という。）では同月９日から試験日が設

定されており（平成２５年度入試もおおむね同様の状況と推認できる。），

併願での入試の場合と比べて相当早期に入学資格を確保できること，選考

方法が適性診断（マークシート方式）及び面接であり，併願での入試では

更に適性診断Ⅱ（模擬授業からの出題に記述式で答えさせるもの）及び作

文が課されるのと比べて試験方法も異なっていること等からすれば（認定

事実〔前記１。以下同じ。〕，弁論の全趣旨），ＡのＡＯ入試に合格し

て在学契約を締結した学生については，上記出願資格の存在及び内容を理

解，認識した上で，ＡＯ入試を受験し，在学契約を締結したものであり，

これによって，他の多くの受験者よりも早期に有利な条件でＡに入学でき

る地位を確保しているということができるから，当該学生が在学契約を締

結した時点でＡに入学することが客観的にも高い蓋然性をもって予測さ

れるものというべきである。 

     しかし，Ａの平成２４年度入試では，ＡＯ入試が終了した後も，推薦入

試，専願での一般・社会人入試（１次募集）及び併願での入試（同）が同

年１月２２日まで複数回実施されているだけでなく，専願での一般・社会

人入試及び併願での入試の２次募集（以下「２次募集」ともいう。）の試
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験日が２月１２日及び３月３日に設定されており（なお，同月１８日に欠

員募集の試験日も設定されている。），平成２５年度入試もおおむね同様

の状況と推認されるから（認定事実，弁論の全趣旨），少なくとも２次

募集の最終試験日までに在学契約が解除された場合には，Ａは，解除者が

いることを前提に２次募集の合格者を決定できるのであり，解除者の代わ

りの入学者を通常容易に確保することができると認められる。 

また，Ａの平成２３年度入試において，ＡＯ入試及び一般・社会人入試

（専願・併願）の１次募集段階で定員が確保された学科はない上，救急救

命学科，看護保健学科Ⅰ，看護保健学科Ⅱ，保健学科，理学療法学科，作

業療法学科，言語聴覚学科，視能療法学科，鍼灸学科，柔道整復学科，介

護福祉・保育学科，精神保健福祉学科，診療情報管理学科については，一

般・社会人入試（専願・併願）の２次募集で合格した者がいるのであり，

現在もおおむね同様の状況と推認できるから（認定事実，弁論の全趣

旨），Ａは，従前から，１次募集のみならず，２次募集をも通じてＡへ入

学させるにふさわしい一定水準の学力を持った学生を確保している状況

にあるといえる。そうすると，２次募集の最終試験日までに在学契約が解

除され，Ａがこれを前提に２次募集の合格者を決定する場合であっても，

従前とは異なった一定水準の学力を持たない者を合格者とすることには

つながらない。 

     したがって，ＡＯ入試の合格者が２次募集の最終試験日までに在学契約

を解除した場合，Ａは，解除者の代わりの一定水準を持った入学者を通常

容易に確保することができるのであり，平成１８年１１月２７日最判のい

う特段の事情があるから，被告に生ずべき平均的な損害は存しないと認め

られ，解除の時期にかかわらず本件学費を返還しないとする本件不返還条

項のＡＯ入試に関する部分のうち，２次募集の最終試験日までに解除され

た場合について本件学費を返還しないとする部分は，消費者契約法９条１
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号に該当し無効となる。 

   イ 推薦入試 

     Ａの推薦入試は，在籍高等学校の学校長又は教諭による推薦を受けたＡ

を第１志望（専願）とする者に出願資格が認められているところ，上記高

等学校の学校長等は，被推薦者が在学契約を解除した場合の次年度以降の

当該高等学校からの受験者への影響を考慮し，推薦をするに当たって合格

した場合のＡへの入学の意思の確認を相当程度行っていると推認でき，Ａ

の推薦入試に合格して在学契約を締結した学生については，上記出願資格

の存在及び内容を理解，認識した上で，推薦入試を受験し，在学契約を締

結していると認められること，選考方法が適性診断Ⅰ（マークシート方

式），面接及び作文であり，併願での入試では更に適性診断Ⅱ（模擬授業

からの出題に記述式で答えさせるもの）が課されるのと比べて試験方法も

異なっており，併願での入試の場合と比べて有利な条件でＡに入学できる

地位を確保しているといえること，平成２４年度入試の場合，平成２３年

１０月９日から平成２４年１月２２日までの間に試験日が設定されてい

るのに対し，併願での入試では二次募集も含めれば同年３月３日までの間

に試験日が設定されており（平成２５年度入試もおおむね同様の状況と推

認できる。），併願での入試の場合と比べて早期に入学資格を確保できる

場合もあること等からすれば（認定事実，弁論の全趣旨），当該学生が

在学契約を締結した時点でＡに入学することが客観的にも高い蓋然性を

もって予測されるものというべきである。 

しかし，Ａの平成２４年度入試では，推薦入試が終了した後も，専願で

の一般・社会人入試及び併願での入試の２次募集の試験日が２月１２日及

び３月３日に設定されており（なお，同月１８日に欠員募集の試験日も設

定されている。），平成２５年度入試もおおむね同様の状況と推認される

ことは前記説示のとおりであり，少なくとも２次募集の最終試験日までに
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在学契約が解除された場合には，Ａは，解除者がいることを前提に２次募

集の合格者を決定できるのであり，解除者の代わりの入学者を通常容易に

確保することができると認められる（また，このように解除者がいること

を前提に２次募集の合格者を決定する場合であっても，従前とは異なった

一定水準の学力を持たない者を合格者とすることにはつながらないこと

は，前記説示のとおりである。）。 

したがって，推薦入試の合格者が２次募集の最終試験日までに在学契約

を解除した場合，Ａは，解除者の代わりの一定水準を持った入学者を通常

容易に確保することができるのであり，平成１８年１１月２７日最判のい

う特段の事情があるから，被告に生ずべき平均的な損害は存しないと認め

られ，解除の時期にかかわらず本件学費を返還しないとする本件不返還条

項の推薦入試に関する部分のうち，２次募集の最終試験日までに解除され

た場合について本件学費を返還しないとする部分は，消費者契約法９条１

号に該当し無効となる。 

   ウ 専願での一般・社会人入試 

     Ａの専願での一般・社会人入試は，平成２４年度入試の場合，併願での

入試の場合と試験日が同一であって（平成２５年度入試もおおむね同様の

状況と推認できる。），併願での入試の場合と比べて早期に入学資格を確

保することができるとはいえないものの，Ａを第１志望とする者に出願資

格が認められており，Ａの一般・社会人入試（専願）に合格して在学契約

を締結した学生については，上記出願資格の存在及び内容を理解，認識し

た上で，一般・社会人入試（専願）を受験し，在学契約を締結していると

認められること（認定事実，弁論の全趣旨），選考方法が適性診断Ⅰ（マ

ークシート方式），面接及び作文であり，併願での入試では更に適性診断

Ⅱ（模擬授業からの出題に記述式で答えさせるもの）が課されるのと比べ，

少ない科目の試験によって合格が可能であるし，単にマークシート方式に
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よる解答をする試験と模擬授業からの出題に記述式によって解答する試

験とでは受験者の負担も相当に異なっていると認められること（認定事実

，弁論の全趣旨）等からすると，併願での入試の場合と比べて有利な条

件でＡに入学できる地位を確保しているということができるから，当該学

生が在学契約を締結した時点でＡに入学することが客観的にも高い蓋然

性をもって予測されるものというべきである（なお，本件訴訟において提

出されている証拠等からは上記のとおりであるが，被告と在学契約を解除

した学生との間に個別の紛争が生じた場合には，当該年度の具体的試験方

法，併願での入試の場合との合格者の判定方法の差異，合格者数が定員に

達していたか否か等を含め，提出された証拠に基づいて具体的に判断され

ることになる。）。 

しかし，Ａの平成２４年度入試では，専願での一般・社会人入試の一次

募集の最終試験日が平成２４年１月２２日ではあるものの，専願での一

般・社会人入試及び併願での入試の２次募集の試験日が２月１２日及び３

月３日に設定されており（なお，同月１８日に欠員募集の試験日も設定さ

れている。），平成２５年度入試もおおむね同様の状況と推認されること

は前記説示のとおりであり，少なくとも２次募集の最終試験日までに在学

契約が解除された場合には，Ａは，解除者がいることを前提に２次募集の

合格者を決定できるのであり，解除者の代わりの入学者を通常容易に確保

することができると認められる（また，このように解除者がいることを前

提に２次募集の合格者を決定する場合であっても，従前とは異なった一定

水準の学力を持たない者を合格者とすることにはつながらないことは，前

記説示のとおりである。）。 

したがって，専願での一般・社会人入試の合格者が２次募集の最終試験

日までに在学契約を解除した場合，Ａは，解除者の代わりの一定水準を持

った入学者を通常容易に確保することができるのであり，平成１８年１１
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月２７日最判のいう特段の事情があるから，被告に生ずべき平均的な損害

は存しないと認められ，解除の時期にかかわらず本件学費を返還しないと

する本件不返還条項の専願での一般・社会人入試に関する部分のうち，２

次募集の最終試験日までに解除された場合について本件学費を返還しな

いとする部分は，消費者契約法９条１号に該当し無効となる。 

エ 編入学 

     Ａの編入学入試は，平成２４年度入試の場合，同年１０月１日以降，随

時実施され（平成２５年度入試もおおむね同様の状況と推認できる。），

基礎的な勉学修了者と認定された者が，希望学科の２年次以上へ入学する

制度で，Ａを第１志望（専願）とする者に出額資格が認められるところ（認

定事実，弁論の全趣旨），他の学校等からＡの２年次以上への入学を希

望する状況からすれば，Ａの編入学入試に合格して在学契約を締結した学

生については，当該学生が在学契約を締結した時点でＡに入学することが

客観的にも高い蓋然性をもって予測されるものというべきである。また，

編入学は，希望学科の２年次以上へ入学する制度であるから，１年次へ入

学する者を選考するＡＯ入試，推薦入試，一般・社会人入試（専願・併願）

によって代わりの入学者を確保することはできない。 

しかし，編入学入試は上記のとおり，入学年度の前年１０月１日以降随

時実施されており，少なくとも入学年度の２月１日までに在学契約が解除

されれば，もともと出願者自体が少ないとしても，３月３１日までには２

か月の余裕があり，Ａは，解除者がいることを前提に編入学の合格者を決

定することができるのであり，一定水準の学力を持った代わりの入学者を

通常容易に確保することができると認められる。 

したがって，編入学入試の合格者が入学年度の２月１日までに在学契約

を解除した場合，Ａは，解除者の代わりの一定水準を持った入学者を通常

容易に確保することができるのであり，平成１８年１１月２７日最判のい
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う特段の事情があるから，被告に生ずべき平均的な損害は存しないと認め

られ，解除の時期にかかわらず本件学費を返還しないとする本件不返還条

項の編入学入試に関する部分のうち，入学年度の２月１日までに解除され

た場合について本件学費を返還しないとする部分は，消費者契約法９条１

号に該当し無効となる。 

オ 被告の主張に対する判断 

     被告は，Ａは，法令上，東海北陸厚生局長が承認した定員を超えて学

生を入学させることができず，多数の入学辞退者を予定して合格者を確

保する学校とは異なると主張する。 

      たしかに，Ａの学科（現在募集が停止されている学科は除く。）のう

ち診療情報管理学科，医療秘書学科，アスレティックトレーナー学科及

びスポーツトレーナー学科以外の学科は，厚生労働省等の通知により定

員の遵守が要請されている（認定事実）。しかしながら，前記のとお

り，Ａは専門学校であって，大学の場合と同様の規律が妥当するという

べきである。また，定員を遵守するため合格者を余分に確保することが

できないとしても，在学契約が解除される時期によっては，他の入学試

験等によって代わりの入学者を確保することは可能であり，この場合に

被告に生ずべき平均的な損害が存しないことは前記説示のとおりであ

る。 

      したがって，この点に関する被告の主張は採用できない。 

 被告は，専願の合格者が在学契約を解除することは信義則に反する行

為であり，被告もかかる事態を予定せずに当該入学年度の人的物的設備

を策定していることや，２次募集において１次募集の合格者に並ぶ学力

を有し，授業料も納める者を確保することは困難であることから，専願

者の解除は被告に平均的な損害を生じさせると主張する。 

      しかし，前記認定のＡにおける専願の入試日程に照らせば，被告にお
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いて専願の合格者が在学契約を解除することがおよそ想定外のことであ

るとはいえないし，解除の時期によっては代わりの入学者を確保でき，

この場合に被告に生ずべき平均的な損害が存しないことや２次募集にお

いて国家試験に耐え得る学力を有しかつ授業料を完納した学生を確保す

ることが困難であるといえないことは，前記説示のとおりである。 

      したがって，この点に関する被告の主張は採用できない。 

 被告は，本件学費について，学籍登録の対価であると主張し，これに

よれば，入学辞退者に対し本件学費を返金しないことは当然であると主

張する。 

      しかし，授業料（通常は初年度の最初の学期分又は初年度分）や，実

験実習費，施設設備費，教育充実費などの費目の金員は，その費目の名

称に照らしても，一般に，教育役務の提供等，在学契約に基づく学生に

対する給付の対価としての性質を有するものと解され（平成１８年１１

月２７日最判参照），入学金とは異なり，これを単なる学籍登録の対価

であるということはできない。 

      したがって，この点に関する被告の主張は採用できない。 

 ４ 消費者契約法１２条３項に基づく本件不返還条項を含む意思表示等の差止め

の可否について 

   本件不返還条項は，ＡＯ入試，推薦入試，専願での一般・社会人入試及び編

入学入試によりＡへの入学資格を得て（以下「ＡＯ入試等により入学資格を得

て」という。），被告との間で在学契約を締結した者について，在学契約が解

除される時期（入学辞退の申出の時期）にかかわらず，一律に本件学費を返還

しないとする条項であるところ，前記３のとおり，①同条項のＡＯ入試，推薦

入試及び専願での一般・社会人入試に関する部分のうち，２次募集の最終試験

日までに在学契約が解除された場合について，本件学費を返還しないとする部

分は，消費者契約法９条１号に該当し無効となり，②同条項の編入学入試に関
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する部分のうち，入学年度の２月１日までに解除された場合について，本件学

費を返還しないとする部分は，消費者契約法９条１号に該当し無効となる。 

   そして，原告は，消費者が，ＡＯ入試等により入学資格を得て，被告との間

で在学契約を締結した場合，在学契約が解除される時期（入学辞退の申出の時

期）にかかわらず，一律に本件学費を返還しないとする条項（本件不返還条項）

を含む契約の申込み又は承諾の意思表示の差止めを求めているところ（主文第

１項関係），被告は，消費者契約（在学契約）を締結するに際し、不特定かつ

多数の消費者との間で，同法第９条１号を含む消費者契約（本件不返還条項を

含む在学契約）の申込み又はその承諾の意思表示を現に行うものと認められる

から，同法１２条３項に基づき，適格消費者団体である原告は，事業者である

被告に対し，当該行為の停止（本件不返還条項を含む在学契約の申込み又はそ

の承諾の意思表示の差止め）を求めることができる（本件不返還条項は前記説

示のとおり，同法９条１号により一部無効であるが，同法１２条３項は，この

ような不当な契約条項を含む消費者契約の申込み又は承諾の意思表示の差止め

を認めていると解される。なお，原告は，本件不返還条項を現状のまま使用す

ることの差止めを求めているのであって，本件不返還条項を修正して使用する

ことまで差し止める趣旨でないことは明らかである。）。 

   また，原告は，Ａにおいて，本件不返還条項が記載された書面，電子データ

を破棄すること（主文第２項関係）及び本件不返還条項を含む契約の勧誘及び

締結を行わないことを被告従業員に対して周知徹底すること（主文第３項関係）

を求めているところ，原告は，同法１２条３項により，「当該行為に供した物

の廃棄」及び「その他の当該行為の停止若しくは予防に必要な措置をとること」

を請求することができるから，原告の上記各請求には理由がある。 

第４ 結論 

   以上によれば，原告の請求はいずれも理由があるからこれを認容することと

し，仮執行宣言については，相当でないからこれを付さないこととして，主文
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のとおり判決する。 

    名古屋地方裁判所民事第８部 

 

         裁判長裁判官   片   田   信 宏 

 

 

            裁判官   鈴 木   陽 一 郎 

 

 

            裁判官   古   賀   千   尋 

 

 


